
（別紙）

Ⅰ．特定都市河川浸水被害対策法の施行期日を定める政令案

○ 特定都市河川浸水被害対策法は、平成１６年５月１５日から施行することとす

る。

Ⅱ．特定都市河川浸水被害対策法施行令案

ⅰ．特定都市河川浸水被害対策法施行令

． 、 、１ 法第２条第９項の雨水が浸透しにくい土地として 法律で規定されている宅地

池沼、水路、ため池、道路に加えて、本政令で鉄道線路及び飛行場を規定する。

２．法第６条第２項の河川管理者が整備する雨水貯留浸透施設に関して適用する法

令の規定として、河川法、河川法施行令等の規定を列挙する。

３．法第６条第３項の河川管理者が管理する雨水貯留浸透施設の区域として、当該

施設に係る地下又は空間について一定の範囲を定めた立体的区域、当該施設の敷

地である土地の区域を規定する。

４．法第８条の排水設備の技術上の基準に関する条例の基準は、以下のとおりとす

る。

① 下水道法施行令の技術上の基準に相当する基準を含むものであること。

①② 雨水を貯留し、又は浸透させるために必要な排水設備の設置及び構造の基

準を定めるものとして次の要件に適合するものであること。

・国土交通省令に定める事項が規定されているものであること。

・必要最小限度のものであり、かつ、排水設備を設置する者に不当な義務を課

さないこと。

・必要に応じ、条例が対象とする区域等を二以上に分割し、それぞれに適用する

基準を定めるものであること。

※省令事項

○ 雨水貯留槽、雨水浸透ます等の性能又は仕様及び数量とする。

５．法第９条の許可を要する雨水浸透阻害行為の規模は、１０００㎡とする。ただ

し、特に必要があると認める場合においては、都道府県（指定都市､中核市､特例



市又は事務処理市町村の区域内にあっては当該指定都市､中核市､特例市又は事務

処理市町村。以下「都道府県等」という ）の条例で５００㎡まで引下げること。

ができるものとする。

６．法第９条ただし書の通常の管理行為、軽易な行為その他の行為は以下のとおり

とする。

① 主として農地又は林地を保全する目的で行われる行為

② 既に舗装されている土地において行う行為

③ 仮設の建築物等の建築等一時的利用に供する目的で行う行為(当該利用後に

行為前の土地利用に戻されることが確実な場合に限る)

７．法第９条第３号の土地からの流出雨水量を増加させるおそれのある行為は、以

下のとおりとする。

① ゴルフ場､運動場等(排水施設を伴うものに限る)の新設、増設

② ローラー等の建設機械で土地を締め固める行為

８．① 法第１１条の対策工事の計画についての技術的基準は、対策工事の計画が

は、行為区域で基準降雨(５．ただし書の条例で基準降雨を超えない降雨を定め

たとき又は９．①で基準降雨を超える降雨を定めた場合は当該降雨。以下「基準

降雨等」という。)が生じた場合においても、国土交通省令で定めるところによ

り、流出雨水量の最大値が、当該雨水浸透阻害行為によって増加することのない

よう定められたものであること。

② 基準降雨は特定都市河川流域の都道府県等の長が、国土交通省令で定めると

ころにより当該特定都市河川流域において１０年につき１回の割合で発生が予

想される降雨としてあらかじめ公示しなければならない。

※省令・告示事項

○・ ８．①の都道府県が条例を定める場合の基準降雨を超えない降雨は、１０

００㎡未満の雨水浸透阻害行為にのみ適用し、継続時間中の任意の時刻にお

ける降雨強度値がいずれの時刻においても基準降雨の同一時刻における降雨

強度値を超えない降雨とし、単位時間雨量(１０分毎)の推移表により規定す

る。

・ その他所要の手続きを規定

○ 基準降雨等が生じた場合の流出雨水量の最大値は、以下の方式により定める

ものとする。

・ 基準降雨等が生じた場合の行為区域等からの流出量Ｑを、雨水浸透阻害行

為が行われる前後それぞれについて、基準降雨の各時間毎に、次に掲げる式

により算定する。

Ｑ＝（１÷３６０）×Ｆ×Ｒ×（Ａ／１００００）



この式において、Ｑ、Ｆ、Ｒ及びＡは、それぞれ次の数値を表すものと
する。
Ｑ：行為区域等からの流出流量 （単位 立方メートル毎秒）
Ｆ：行為区域等の行為前又は行為後の平均流出係数
Ｒ：基準降雨における洪水到達時間内平均降雨強度（単位 ミリメート

ル毎時間）
Ａ：行為区域等の面積 （単位 平方メートル）

、 、・ 式中の平均流出係数は 国土交通大臣が土地利用形態ごとに定める係数を

当該行為区域等の土地利用の状況に応じて面積按分して求める

＜大臣の定める係数（例）＞

土地利用の区分 流出係数

宅地 ０．９０

池沼 １．００

水路 １．００

ため池 １．００

不浸透性材料による土地の舗装 ０．９５

締め固められた土地 ０．５０

排水施設のあるゴルフコース ０．５０

山地 ０．３０

林地 ０．２０

畑・水田 ０．２０

・ 洪水到達時間は１０分とする。

・ 基準降雨等の各時間における流出流量（浸透施設を伴う場合は浸透後流出

量、貯留施設を伴う場合は貯留後流出量）のうち、最大の流量を、流出雨水

の流量の最大値とする。

○ 基準降雨は、継続時間を２４時間とする中央集中型波形のものとし、都道府

県等の長が特定都市河川流域の指定の公示に併せて単位時間雨量(１０分毎)の

推移表を公示（都道府県等の公報に掲載）することとする。また、流域を区分

して区域毎に定めることも可能とする。

○ その他所要の手続き等を規定

９．法第１２条の技術的基準の強化に関する条例の基準は、以下のとおりとする

① 技術的基準の強化は、流域水害対策計画を定めた地方公共団体が、国土交通

省令で定めるところにより、当該計画を共同して定めた同項の河川管理者等の

意見を聴いて、前条の基準降雨を超える降雨（以下「強化降雨」という ）を。

定めることにより行うこと

② 強化降雨は、国土交通省令で定めるところにより、流域水害対策計画におい

て定められた都市洪水又は都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨のいずれ

かを超えない範囲内で定めるものであり、かつ、必要最小限度のものであるこ



と

※省令事項

○ 強化降雨は、継続時間中の任意の時刻における降雨強度値がいずれかの時刻

において基準降雨の同一時刻における降雨強度値を超える降雨とし、単位時間

雨量(１０分毎)の推移表により規定することとする。また、流域・行為規模を

区分して区域・行為規模毎に定めることも可能とする。

○ 強化降雨は、継続時間中の任意の時刻における降雨強度値がいずれの時刻に

おいても流域水害対策計画において定められた都市洪水又は都市浸水の発生を

防ぐべき目標となる降雨の同一時刻における降雨強度値を超えない降雨である

ものとする。

○ その他所要の手続き等を規定

１０．法第１７条第８項の収用委員会の裁決の申請手続として、収用委員会に提出

する裁決申請書の様式を規定する。

１１．法第１８条第１項の通常の管理行為、軽易な行為その他の行為は、以下のと

おりとする。

① 雨水貯留浸透施設の維持管理のために行う行為

② 仮設の建築物等の建築等一時的な利用に供する目的で行う行為(当該利用後

に当該施設の機能が行為前の状態に戻されることが確実な場合に限る)

１２．法第１８条第１項第４号の雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれのある

行為は、以下のとおりとする。

① 雨水貯留浸透施設の敷地における移動の容易でない物件の堆積・設置

② 雨水貯留浸透施設の損傷

③ 雨水貯留浸透施設の雨水の流入口・流出口の形状変更

． 、 。 、１３ 法第２３条第１項の保全調整池の指定の規模は １００ｍ とする ただし3
特に必要があると認める場合においては、都道府県等の条例で引下げることがで

きるものとする。

１４．法第２５条第１項の通常の管理行為、軽易な行為その他の行為は、以下のと

おりとする。

① 保全調整池の維持管理のために行う行為

② 仮設の建築物等の建築等一時的な利用に供する目的で行う行為(当該利用後

に当該保全調整池の機能が行為前の状態に戻されることが確実な場合に限る)

． 、１５ 法第２５条第１項第４号の保全調整池の機能を阻害するおそれのある行為は

以下のとおりとする。



① 保全調整池の敷地における移動の容易でない物件の堆積・設置

② 保全調整池の損傷

③ 保全調整池の雨水の流入口・流出口の形状変更

１６．法第３４条第１０項の収用委員会の裁決の申請手続として、収用委員会に提

出する裁決申請書の様式を規定する。

ⅱ．建築基準法施行令の一部改正

○ 建築基準法施行令第９条の建築基準関係規定に、特定都市河川浸水被害対策法

第８条に基づく条例の規定を追加

ⅲ．その他関係政令の整備等

○ その他宅地建物取引業法施行令の一部改正など関係政令の整備等を行う。

○ 本政令は、法の施行の日（平成１６年５月１５日）から施行する。



Ⅲ．特定都市河川浸水被害対策法施行規則案

ⅰ．特定都市河川浸水被害対策法施行規則（Ⅱ．の４．８．９．で掲げた事項は除

く）

○ 法第１０条第１項の雨水浸透阻害行為の許可の申請に関して 都道府県知事 指、 （

定都市､中核市､特例市又は事務処理市町村にあっては、その長 ）に提出する雨。

水浸透阻害行為許可申請書の様式等について規定する。

○ 法第１０条第１項第４号の許可申請書の記載事項として、工事の着手予定日及

び完了予定日などを定める。

○ 法第１０条第２項の許可申請書の添付図書として、行為区域位置図(縮尺５万

分の１以上)及び行為区域区域図(縮尺２千５百分の１以上)などを定める。

○ 法第１６条第１項ただし書の軽微な変更として、工事の着手予定日又は完了予

定日の変更などを定める。

○ 法第１６条第２項の変更許可申請書の記載事項として、変更に係る事項、変更

の理由、雨水浸透阻害行為の許可の許可番号などを定める。

、 。○ 法第１７条第１項の工事の完了の届出として 工事完了届出書の様式を定める

○ 法第１８条第２項の雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれのある行為の許

可申請における、雨水貯留浸透施設機能阻害行為許可申請書の様式を規定する。

○ 法第１８条第２項の許可申請書の記載事項として、行為の完了予定日及び雨水

貯留浸透施設の名称などを規定する。

○ 法第２５条第１項の保全調整池の機能を阻害するおそれのある行為の届出とし

て、保全調整池機能阻害行為届出書の様式を規定する。

○ 法第２５条第１項の届出書の記載事項として、行為の完了予定日及び保全調整

池の指定番号などを規定する。

○ 法第２５条第２項及び第３項の届出の内容の通知は、書面により行うものとす

る。

○ 法第２８条第１項の管理協定の公告・法第２９条の管理協定の締結の公告につ



、 、 、 、いて 管理協定の名称 管理協定の目的となる保全調整池 管理協定の有効期間

管理協定の縦覧場所などを公報・掲示などの方法で公告することとする。

○ 法第３２条第１項の都市洪水想定区域の指定は、流域水害対策計画において定

められた都市洪水の発生を防ぐべき目標となる降雨が生じた場合に決壊又は溢流

が想定される地点を相当数選定するなどして行うこととする。

○ 法第３２条第２項の都市浸水想定区域の指定は、下水道等から河川等への雨水

の放流地点における河川等の水位の見込み、下水道等の配置、構造及び能力の現

状、地形の状況等を勘案して行うものとする。また、必要に応じ当該河川等の管

理者に対して、必要な協力を求めることができるものとする。

○ 法第３２条第４項の都市洪水想定区域等の公表は、官報又は都道府県の公報な

どに掲載するとともに図面を閲覧に供することにより行うものとする。

○ その他所要の規定を整備する。

ⅱ．その他関係省令の整備等

○ 関係省令の整備等を行う。

○ 本省令は、法の施行の日（平成１６年５月１５日）から施行する。




